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論 文 の 要 旨 
 本論文は、所有権などの社会慣習や社会制度を合理的な諸個人が意図的に作り上げたものとして説
明するロナルド・コースやダグラス・ノースの理論の限界をふまえ、アブナー・グライフらによって
提案されてきた、限定合理的な諸個人の行動を経済主体の突然変異や戦略の淘汰が規定し、彼らの学
習に基づく戦略の切り換えによって集団の行動特性を導出する制度モデルの視点から、所有権が社会
慣習として人間社会に定着するメカニズムを、進化ゲーム理論における均衡選択モデルによって分析
し、経済学に新しい視点を提供するものである。 
 本論文の構成は以下の通りである。 
序 章 イントロダクション 
第 1章 対戦人数の違いによるブルジョア戦略の進化的安定性 
第 2章 局所的対戦構造をもつ確率適応動学 
第 3章 遺伝的伝達システムの違いとブルジョア戦略の進化的安定性 
第 4章 所有権の間接的進化モデル 
第 5章 まとめと今後の課題 
第 6章 Appendix 
 序章では、人間をはじめとする生物集団における所有権の定着システムを解明することは、社会科
学と自然科学の区別を超えた興味深い問題であると指摘し、経済学における所有権の分析について概
観したうえで、本論文の研究史における位置づけを行い、本論文の概要を紹介している。 
第１章では、生物学において有名なタカ・ハトゲームに生物学者ジョン・メイナード＝スミスがブ
ルジョワ戦略（対戦相手より先に資源を発見した場合にはタカ戦略、対戦相手が先に資源を発見した
場合にはハト戦略をとるような条件付き戦略）を加えたタカ・ハト・ブルジョワゲームを導入し、従
来、プレイヤー集団内でランダム・マッチングが行われる場合にはブルジョワ戦略が安定性をもつこ
とが示されていたが、無限人数の母集団からランダムに抽出されたプレイヤーのサブグループが局所
的な対戦と適応を行う場合、特定の対戦人数と対戦コストの組み合わせのもとではブルジョア戦略が
安定性をもたないことや、サブグループの人数が増えるほど、ブルジョア戦略が安定的になるような
対戦コストの最小値が低下することを示している。 
第２章では、有限人数のプレイヤー母集団からランダムにサブグループが抽出される局所的適応動
学をタカ・ハト・ブルジョワゲームに適用し、ブルジョア戦略の安定性がもつ特徴を数値によって示
している。また、プレイヤーの適応過程としては最適反応動学ではなく、ロジットルールによる最適
反応戦略への切り換えを仮定し、ブルジョア戦略が長期確率安定状態になることを示している。さら
に、サブグループの人数が増えるほど、各初期状態から全員がブルジョア戦略を採用する状態に推移
するステップ回数が減少することを、６人からなる母集団の場合について示している。 
第３章では、プレイヤーが血縁関係にあるきょうだいの場合について、タカ・ハト・ブルジョアゲ
ームの進化的安定戦略を、ベルグストロムの均衡条件を使い、世代間の戦略の伝達が優性遺伝による
ケースと劣性遺伝によるケースについて分析している。いずれのケースについてもハト戦略が進化的
安定性をもつ場合があることや、両ケースともブルジョア戦略は進化的安定性をもたないこと、劣勢
遺伝のケースではハト戦略とタカ戦略の混合戦略が進化的安定性をもつ場合があることを示し、いず
れのケースでもブルジョア戦略が進化的安定性をもたないのは、血縁のあるプレイヤーが対戦する場
合、資源を占有するよりも相手とシェアする方が集団全体の適応度が高まるためであると解釈してい
る。 
 第１〜３章は、プレイヤーが資源を占有しようとするか、シェアないし放棄しようとするかという
戦略的な側面をとりあげているが、人間には資源を所有している場合、それを所有していない場合と
比べて資源の価値をより大きく評価するという保有効果がみられると、行動経済学によって指摘され
ている。第４章では、安定的に存続する保有効果の大きさを、プレイヤーの個人的な選好としての闘
争コストから、進化の淘汰圧によって導出した先行研究はないことを確認し、間接的進化アプローチ
によりつつ、プレイヤーが資源を獲得するための闘争コストの大きさを選択する同時手番ゲームを選
好進化モデルに適用して、進化的安定性をもつ保有効果を特徴付け、類似的な保有効果をもつプレイ
ヤーどうしがマッチングしやすいほど進化的安定性をもつ保有効果が低くなることを示し、プレイヤ
ーがブルジョア戦略をとり、資源を確保しようとするのは、保有効果が類似していないプレイヤーと
対戦しやすい場合であると指摘し、きょうだい間で対戦する場合には各プレイヤーが類似的な戦略を
選好することから保有効果が小さくなって資源をシェアしやすくなるという予想を提示している。 
 第５章では、本論文の成果をまとめ、以下のような今後の研究課題を挙げている。プレイヤーの人
数が保有効果の進化的安定性に与える影響を分析し、その結果が第１章、第２章におけるブルジョア
戦略の安定性の結果と整合的であるかどうかを検討し、所有者と非所有者の保有効果が私的情報であ
るような不完備情報ゲームにおける均衡を導出する。また、タカ・ハト・ブルジョアゲームにプレイ
ヤーが資源を部分的に他のプレイヤーに譲渡する交易戦略を加えたタカ・ハト・ブルジョア・交易ゲ
ームが定式化されていることをふまえて、選好進化モデルによって、所有権が定着した社会において
プレイヤーの資源に対する選好から交易や市場が定着するプロセスを分析する。 
 第６章では、数式の導出や命題の証明を行っている。 
  
審 査 の 要 旨 
１ 批評 
 経済学においては、自分の利益を最大化するような合理的諸個人の行動をもとに市場の機能のみな
らず、所有権をはじめとする社会経済の諸制度の成立をも説明し、そのような諸個人を前提として制
度を設計しようとするような合理主義が従来は支配的であったが、近年においては人間の非合理性・
限定合理性を前提とした自生的秩序論、その一面を数理的に扱う進化ゲーム理論や、人間の非合理的
な行動に関する心理学的知見をとりいれる行動経済学が盛んになってきた。本論文は進化ゲーム理論
をベースにして所有権の自生的進化を厳密に分析し、行動経済学がプロスペクト理論と現状維持バイ
アスで説明してきた保有効果をも選好進化によって説明するという、独創的かつ有意義な研究である。 
多数の売り手と買い手が出会う場である市場がうまく機能するためには安定的な所有権の定着が前
提として必要とされるが、第１章・第２章で得られた、サブグループの人数が多いほどブルジョア戦
略が安定的になる可能性が高まるという結果は、サブグループの人数の増加それ自体が所有権の定着
を促し、市場経済の発展を支えるということを示しており、これは、経済学に限らず、市場社会をめ
ぐる社会科学的研究にとって、示唆に富む知見である。 
血縁者間においてはハト戦略による資源のシェアが安定的になるという第３章や、保有効果の類似
性が高いほど安定的な保有効果が低くなるという第４章の知見は、霊長類の進化において血縁者間で
の食物シェアから所有権を前提とする非血縁者間での食物分配が進化してきたという霊長類学の知見
と合わせて、血縁選択によって進化してきた行動が一定の条件のもとで所有権の定着とともに非血縁
者間にも普及し、進化してきたとする仮説の出発点を理論的に説明したものと評価することができ、
その出発点から人間社会において広く見られる贈与と返礼のメカニズムや交易が自生的に進化した道
筋を理論的にたどることができるものと期待される。 
また、劣性遺伝子をめぐっては、近親間の交配で生存能力の劣る個体が生まれやすいという近交弱
勢があり、両性のうち一方は自分の生まれ育った集団から出て他の集団に転入し、そこで生まれ育っ
た異性との間で子供をもうけるような、それぞれの種に特有の社会構造が生物進化の結果定着してい
ることが多く、チンパンジー、ボノボや人間の共通祖先からホモサピエンスの狩猟採集時代に至るま
で、女性が他集団に移動するような父系社会だったとされていることと合わせると、婚姻に伴う女性
の集団間移動と財の集団間での交易の発達や貨幣の成立は、均衡弱勢に由来する社会進化として考察
することができ、本論文の延長上に、このような視点から進化ゲームによって貨幣の成立をモデル化
することもできるのではないかと期待される。 
 
２ 最終試験 
 令和元年５月２２日、人文社会科学研究科学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと、
本論文について著者に説明を求めた後、関連事項について質疑応答を行った。審議の結果、審査委員
全員一致で合格と判定された。 
 
３ 結論 
 上記の論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（社会科学）の学位を受けるに十分
な資格を有するものと認める。 
